
 
平成 31 年度 公益法人等が行う公益事業への助成について 

 
平 成 3 0 年 9 月 1 日 
一般財団法人 日本宝くじ協会 

 
平成 31 年度に公益法人等が行う公益事業への助成を実施しますので、助成を要望する公

益法人等は、次の事項に留意のうえ所定の助成申請書を提出してください。 
 
１ 助成事業の目的 

  自治宝くじは、都道府県・指定都市が発売団体となり、その収益金は住民の生活向上に

役立つ施策の財源となっています。 
  本助成事業は、公益法人等が行う公益事業への助成を通じて、発売団体の枠を超えて広

域的に自治宝くじのイメージアップを図るとともに、その公益性を広報することを目的と

しています。 
 
２ 助成対象事業 

  助成対象となる事業は、発売団体の枠を超えて広域的に自治宝くじのイメージアップと

その公益性を広報することに資する事業で、社会福祉、社会教育、青少年育成、安心安全

及びその他公益の増進等に寄与すると認められ、かつ、国、地方公共団体及び公営競技団

体等の補助事業以外の事業のうち、単年度で完了する事業とします。 
  なお、上記事業のうち、下記の事業及び物件については、助成対象外とします。 
○ イベント開催、講演会開催、ボランティア活動に係る事業及びこれらに類する事業 
○ 主な受益者が地方自治体、政府機関等の関係者にとどまるもの 
○ 機関誌や会報など主に団体構成員の情報交換を目的とし、配布先が限定的なもの 
○ 原則として、助成物件の中に社会貢献広報に係る指定の表示以外の広告があるもの 
○ 年間延べ助成対象配布部数が、原則として、1 万部未満の印刷物 

 
３ 助成対象団体 

  助成対象団体は、上記２の助成対象事業を計画に従って遂行するに足る能力と熱意を有

すると認められ、その活動内容が二以上の都道府県の区域にまたがるなど、広域的な事業

を行っている団体で、事業概要・役員構成・財政状況等についてホームページ等で公表し

ている透明性の高い下記の公益法人等とします。 
ただし、退職した国家公務員の理事総数に占める割合が 1/3 を超える法人、宝くじ資金

を財源として分担金を受け入れている法人は対象外とします。 
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(1) 公益社団法人、公益財団法人 
(2) 一般社団法人、一般財団法人 
(3) 社会福祉法人 
(4) 特定非営利活動法人 

 
４ 助成対象物件における宝くじの社会貢献広報の実施 

  助成対象物件には、自治宝くじの社会貢献広報に係る表示をしていただきます。具体的

な表示の仕様については、現時点では、昨年度（16 頁参照）を参考にしてください。詳細

については、助成決定通知でお示しします。また、貴団体のＨＰ等において、本事業の積

極的なＰＲに努めていただきます。 
 
５ 助成対象経費 

助成対象事業の実施に必要な経費で、かつ、標準的な経費と認められる部分を助成対象

とします。なお、選定基準に照らして事業を総合評価し、助成の対象となる経費であって

も予算の範囲内で減額する場合があります。 
(1) 印刷物については、印刷製本費及び配布先への発送費を対象とします。なお、配布 
先への発送費については、次の要件を満たすもので適正と認められるものを対象としま

す。 
① 発送業者に委託すること 
② 助成対象物件のみを発送する費用であることが判断できる、発送委託先の内訳明細

書が添付された見積書を提出すること。 
(2) 印刷物の単価については、冊子について 500 円を上限、パンフレット・リーフレッ 
トについて 20 円を上限とします。 

   なお、単価＝印刷製本費／作成部数とします。 
(3) ポスターについては、委託業者によるデザイン・レイアウト費、印刷費及び配布先 
への発送費（印刷物の場合と同一条件とする。）を対象とし、企画調整費、出演料及び

掲出費は対象外とします。 
(4) DVD 及び CD-ROM については、委託業者によるマスターテープ作成費（撮影及び 
編集経費を含む。）、プレス費用及び配布先への発送費（印刷物の場合と同一条件とする。）

を対象とし、企画調整費及び出演料は対象外とします。 
(5) 当該法人の人件費、原稿料、土地の取得費・整地費、既存物件の撤去費、施設等の 
賃借料、運営費並びに公租公課（消費税を除く。）及びこれらに類する経費は助成対象

外とします。 
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６ 助成事業の選定基準 

以下の選定判断事項に基づき、予算の範囲内で選定します。 

(1) 公益性 

○ 事業の目的が国民の理解を得やすいもので、宝くじのイメージアップにつながっ 

ているか 

○ 助成する事業が国民の生活に直接役立っているか 

下記に該当する事業は認めない 

・主な受益者が地方自治体、政府機関等の関係者にとどまるもの 

・機関誌や会報など主に団体構成員の情報交換を目的とし、配布先が限定的なも 

の 

(2) 広報効果 

○ 特定の対象に偏らず多くの国民の目に触れる機会があるか 

○ 発売団体の枠を超えた広域的な※広報効果が見込まれるか 

   ※ 施設、車両等の事業は、集客(視認)を見込む広報効果の範囲により評価する。 

(3) 効率性 

○ 費用対効果が高い効率的な事業となっているか 

○【新規事業】社会貢献広報の領域を広げるために役立つか 

【継続事業】前年度に比べて改善や工夫がなされているか 

 
７ 助成申請書類 

様式１ 助成申請書 

   付表１ 平成 31 年度 日本宝くじ協会助成金申請団体調書 
   付表２ 平成 31 年度 日本宝くじ協会助成金申請事業概要（個別事業ごと） 
    付表２ 別紙Ⅰ 使用見込み等について【車両の場合】 
    付表２ 別紙Ⅱ 使用見込み等について【資機材、標識等の場合】 
    付表２ 別紙Ⅲ 使用見込み等について【施設等の場合】 
    付表２ 別紙Ⅳ 使用見込み等について【印刷物・ポスター等の場合】 
    付表２ 別紙Ⅴ 使用見込み等について【DVD、CD-ROM の場合】 
 
８ 助成申請書受付期間等 

(1) 受付期間及び時間 

   平成 30年 9月 1日（土）～平成 30年 10 月 15 日(月)23:59 までとします。 

(2) 申請の方法 

インターネット申請（持参や郵送による申請受付は行っておりません。） 

本協会ホームページから、インターネット申請システムにアクセスし、手順に従い 

申請書を作成、アップロードしてください。 
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(3) 紙ベースによる提出書類 

申請は、インターネット申請によりますが、下記の書類については原本が必要とな 

りますので、インターネット申請システムによる受付完了メール到着後に、「郵送」又

は「持参」にてご提出願います。 

  ① 様式１ 助成申請書（受付番号が印字された申請書に公印を押印したもの。） 

  ② 様式１の添付書類のうち「現在事項全部証明書」 

 

９ インターネット申請に関する注意事項 

  インターネット申請システムは、申請書作成手順に従い、順番に作成することにより□

申請書類一式が完成する仕組となっております。 

  入力の文字数等制限されている箇所がありますので、作成に着手される前に□確認をお

願いいたします。 

また、添付書類については、PDF ファイルに変換してアップロードする仕組になってお

ります。事前に PDF化する作業をしてから、インターネット申請サイトにて作業されるこ

とをお薦めします。 

なお、申請締切り間際はサイトが込み合い、場合によっては期限までに申請ができない

こともありますので、早めに作業を行ってください。 

 

10 完了報告書及び助成金支払申請書提出期限 

提出期限は、平成 32 年 3 月 6 日（金）17:00 までとします。 

なお、助成対象事業は、平成 32 年 3 月 6 日以前に完了していることが必要となります。 

 
11 申請事業内容に関するヒアリング 

申請内容についてヒアリングを行う場合がありますので、ご協力をお願いいたします。 

 
12 お問い合わせ先 

  申請に関してご不明な点は、下記にお問い合わせください。 
     一般財団法人 日本宝くじ協会 業務部 
      電   話 03-3261-8540 ＦＡＸ 03-3234-2903 
      メールアドレス yume@jla-takarakuji.or.jp 

問合せ時間 平 日 9:00 から 12:00 まで、13:00 から 17:00 まで 
住   所 〒102-0093 東京都千代田区平河町 2-4-9 

地共済センタービル５階   
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様式１ 

文 書 番 号 

  年 月 日 

一般財団法人 日本宝くじ協会 

理事長        様 

 

（申請者）住所                  

     氏名（団体名及び代表者の職・氏名）印  

 

助成申請書 

 

下記の事業を行いたいので、助成を申請いたします。 

 

記 

１ 事業名 

２ 助成金交付申請額（消費税を除いた額）           千円 

３ 助成を必要とする理由 

４ 助成事業の計画 

 (1) 事業の目的 

 (2) 事業費総額及びその収支予算計画 

(3) 事業計画の内容 

 (4) 実施方法及び場所 

 (5) 事業の実施予定表 

 (6) 事業成果の公表の方法 

 (7) 事業の完了時期 

５ 助成事業の評価（公益性、広報効果、効率性） 

６ 連絡先（担当責任者及び事務担当者の所属、氏名、電話番号） 

７ 添付書類 

 (1) 登記簿謄本(現在事項全部証明書) 

 (2) 定款 

  (3) 役員名簿及び社員(会員)名簿（退職した国家公務員が理事として従事してい

る場合は、その氏名、退職年月日及び最終官

職を明示すること。該当者のない場合はその

旨を明示すること。） 

(4) 業務概況（運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のう

ち、重要なものを記載した書類） 

 (5) 最近の収支予算書・事業計画書及び決算書・事業報告書 

 (6) 法人の事業概要、役員構成、財政状況等に関する公表方法の説明書 
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〒

明治

大正

昭和

平成

○

◎

電話番号

法人格 団　　体　　名

付表１ 　平成３１年度　日本宝くじ協会助成金申請団体調書　　

住 所
事務担当者

職
氏名

職

氏名
日

設立許認可日
又は設立登記日

代表者職・氏名 代 表 者 略 歴

年 月

平成３１年度　助成金申請総額 千円

①　該当年度当初の理事及び職員の人数（※平成３０年度については、申請時の人数を記載してください。）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度※

人

理　　事 人 人 人

人

うち退職した
国家公務員 人 人

人

②　貴団体の総収入額及び日本宝くじ協会助成金

平成２８年度(決算) 平成２９年度(決算) 平成３０年度(予算ベース)

職　　員 人

千円　

総収入　(A) 千円　 千円　

千円　 千円　

千円　

日本宝くじ協会
助成金　　(B) 千円　 千円　

千円　

(B)／(A)×100

日本宝くじ協会
以外の法人からの

助成金等

千円

千円

※小数点第一位まで記載してください。

③　貴団体において、当協会の助成対象物件の表示とは別に自治宝くじの広報に資するご協力をいただいて
　いる場合は、該当番号の横の□に○を選択してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（写真等、実施状況の確認ができる資料を添付してください。）

(1)貴団体が発行している冊子等(助成物件以外)及びホームページに自治宝くじの社会貢献広報事
　業に関する記事を掲載している。

(2)貴団体のホームページに当協会ホームページへのリンクボタンを設けている。

(3)その他（上記以外の場合は具体的にお書きください。）

助
成
実
績
等

年　度 申請総額 決定総額

平成30年度 千円

助成金受領総額

(注）◎欄は、本協会で使用しますので、記入しないでください。

平成28年度 千円 千円

平成29年度 千円

円

円
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大分類 小分類

母子保健・その他保健

障害者対策

健康・体力づくり

社会教育

消費生活

科学技術振興

青少年育成 青少年等健全育成

警察・防犯

交通安全

消防・救急

防災

文化・観光

地域振興等

環境保全

その他

社会教育

安心安全

その他

事業項目一覧表

項　　　　　目

社会福祉
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新規 継続

◎ 新　規

継　続

母子保健・その他保健

障害者対策

健康・体力づくり

社会教育

消費生活

科学技術振興

青少年等健全育成

警察・防犯

交通安全

消防・救急

防災

文化・観光

地域振興等

環境保全

その他

円 円

円 円

(注)２　使用見込み等について、別紙Ⅰ～Ⅴを記載し添付のこと。

平成30年度 千円 千円

(注)１　◎欄は、本協会で使用しますので、記入しないでください。

千円

平成29年度 千円 千円

合　計

助
成
実
績
等

年　度 申請額 決定額

平成28年度 千円

うち助成申請額 前年度申請額 申請額の増減 増減の理由

千円 千円 千円 千円

助
成
申
請
事
業
概
要

事業名

（事業目的）

（事業内容）

事
業
費
総
額
積
算
内
訳

付表２ 　平成３１年度　日本宝くじ協会助成金申請事業概要（個別事業ごと）　　

法人格 団体名 事務
担当者

職

氏名

年度から）項　目 （

電話番号

助成金受領額

事業費項目 金　額

事業費総額
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新規配備
［申請車両の使用見込み等］ 増　　備 有

更　　改 無

人

台 年間

上記表中の数値については、その根拠となる資料（見積書、仕様書等）を添付のこと。

［申請車両の詳細］

事業名
団体名

【付表２　別紙Ⅰ】

使用見込み等について【車両の場合】

車種 身体障害者乗降用
リフト等機能の有無 定員 用途 主な利用者

配備先（市区町村まで） 活動範囲（県域で）
１ヶ年当たりの

走行距離
（見込）

１ヶ年当たりの

使用回数
（見込）

１ヶ年当たりの
延べ利用者数

（見込）

使用
期間

(予定)

車両本体、装備等
単価・積算基礎

1
km 回 人

2
km 回 人

3
km 回 人

4
km 回 人

5
km 回 人

人

6
km 回 人

回 人

7
km 回

km 回 人

8
km

使用期間：車両整備後の可能使用期間(予定)を年単位で記入してください。

（注）１ 新規配備：初めて車両を購入する場合

（注）２

9

km 回 人

増　　備：現在所有している車両に加えて、車両を購入する場合
更　　改：現在所有している車両を廃車して、新たに車両を購入する場合
車　　種：バス、トラック、マイクロバス、ワゴン車等を記入してください。

(注)

（注）３

申請
台数

10
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新　　規
［申請資機材、標識等の使用見込み等］ 増　　備

更　　新

上記表中の単価及び数量については、その根拠となる資料（見積書、仕様書等）を添付のこと。

［配備先又は設置箇所詳細］

　

資機材、標識等の名称

単価、積算基礎等

合　　　計 0

回年間

用途

人

【付表２　別紙Ⅱ】

使用見込み等について【資機材、標識等の場合】

個数
１ヶ年当たりの
延べ利用者数

（予定）

１ヶ年当たりの

利用回数
（予定）

使用期間
（予定）

主な利用者

団体名
事業名

（注）

（注）１ 資機材、標識等の名称： （例）テントの場合→家族用テント、集会用テント、ロッジ型テント等品名を記
入してください。

（注）２ 使用期間  ： 資機材、標識等整備後の可能使用期間(予定)を、年単位で記入してください。

内　訳
 配布先

助成対象配布部数
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［申請施設等の使用見込み等］ 新築修築移築 新設増設更新

［修築・移築・増設・更新の場合の施設等の現状］

回 人

昭和
施設等：休憩施設、展示施設、交流施設、学習施設、大型遊具等の建物、構築物等

現状：施設の機能や使用状況等について、修築・移築・増設・更新を行う必要性がわ
かるように記入してください。

実施箇所及び用途
（所在地及び施設名）

規格・構造及び数量

【付表２　別紙Ⅲ】

使用見込み等について【施設等の場合】

申請施設の種類 建物 その他

回

見積額、積算基礎等

使用期間（予定） 年間

人

年 月現在

主な利用者

土地の所有形態

１ヶ年当たりの利用回数（予定）

直近１ヶ年の

延べ利用者数

月

施設等の名称

現　　状

年

団体名
事業名

過去の
助成物件

１ヶ年当たりの延べ利用者数（予定）

(注)３ 土地の所有者：借地の場合は土地の所有者、借上期間を記入してください。
(注)４

(注) 上記表中の単価及び数量については、その根拠となる資料（見積書、仕様書等）を添付のこと。

(注)１
(注)２ 使用期間：施設等整備後の可能使用期間(予定)を年単位で記入してください。

建設年月
直近１ヶ年の

利用回数
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新　　規
１　申請印刷物・ポスター等の使用見込み等 継　　続 冊　　子パンフレットリーフレットポスターその他

上記表中の単価及び数量については、その根拠となる資料（見積書、仕様書等）を添付のこと。

配布先への送料については、見積書とその内訳明細書を添付のこと。

なお、内訳明細書に必要な項目例は、版下作成、写真製版、刷版、印刷、用紙及び製本等です。

作成工程

配布先への送料

ポスター
その他

①大きさ
②カラー印刷の
有無 ③紙質等 ④その他

）

規　　格

冊　　子
パンフレット
リーフレット

①大きさ ②ページ数 ③紙質及び装丁等
④カラー印刷の
有無

内　　容

(具体的に内容がどういう題材、
テーマなのかを記入してくださ
い。)

数    量

印刷単価
（単価＝印刷製本費／作成部数）

（ ）

タイトル

事業の実施状況 （

(注)３

(注)１

(注)２

団体名
事業名

【付表２　別紙Ⅳ】

使用見込み等について【印刷物・ポスター等の場合】

申請物件の種類
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【付表２　別紙Ⅳ-2】

２　配布先分類

 配布先
助成対象配布部数 備考欄

① 一般国民（会員以外）

④ 学校

② 県民の広場・公民館・自治会など
地域住民の閲覧及び貸出が可能な公
共施設

③ 図書館

⑤ 貴団体関係者（会員等）

⑥ 関係団体

団体名
事業名

⑦ 国

合　　　計 0

⑧ 地方自治体
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新　　規 ＤＶＤ
１　申請ＤＶＤ・ＣＤ－ＲＯＭの使用見込み等 その他 継　　続 ＣＤ－ＲＯＭ

上記表中の単価及び数量については、その根拠となる資料（見積書、仕様書等）を添付のこと。

配布先への送料については、見積書とその内訳明細書を添付のこと。

団体名
事業名

タイトル

【付表２　別紙Ⅴ】

使用見込み等について【ＤＶＤ・ＣＤ－ＲＯＭの場合】

申請物件の種類

事業名

数    量

事業の実施状況 （ ）

内　　容

(具体的に内容がどういう題材、
テーマなのかを記入してくださ
い。)

単価
（単価＝対象経費／作成枚数）

規　　格

DVD

①時間（分） ②パッケージのサイズ ③その他

CD-ROM

①時間（分） ②パッケージのサイズ ③その他

(注)１

(注)２

作成工程

配布先への送料
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【付表２　別紙Ⅴ-2】

２　配布先分類

団体名
事業名

⑧ 地方自治体

④ 学校

合　　　計 0

⑥ 関係団体

⑦ 国

⑤ 貴団体関係者（会員等）

② 県民の広場・公民館・自治会など
地域住民の閲覧及び貸出が可能な公
共施設

③ 図書館

 配布先
助成対象配布枚数 備考欄

① 一般国民（会員以外）
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            （ 参考 ） 

 

助成対象物件における自治宝くじの社会貢献広報の表示 

 
助成対象物件には、自治宝くじの社会貢献広報事業として作成・整備されたものである旨の

表示をしていただきます。 
 その表示を確認するため、事業完了前の表示案ができた段階で、本協会との間で事前協議が

必要です。 
 表示に関する基準は、次のとおりです。 
 
１ 冊子等の場合 

(1) 表紙１ 
① 表示内容 

この○○は、宝くじ（指定文字）の社会貢献広報事業として助成を受け作成されたも

のです。 
② 表示のサイズ Ａ４判の場合で 12 ポイント以上(約 4mm 角以上)の大きさ  
③ 表示の位置  視認性の良い位置 

(2) 表紙４ 表紙１の表示と併せて、表紙４の全体に本協会指定の社会貢献広報広告を掲載 
していただきます。 

 
２ ポスターの場合 

① 表 示 内 容  例示２参照 
② 表示のサイズ Ａ４判の場合で 12 ポイント以上(約 4mm 角以上)の大きさ  
③ 表示の位置  視認性の良い位置 

 
３ DVD 等の映像ソフトの場合 

(1) パッケージ 
① 表紙１ 
ⅰ 表 示 内 容 例示１の表紙１参照 
ⅱ 表示のサイズ 10.5 ポイント以上(約 3mm 角以上)の大きさ  

② 表紙４ 表紙１の表示と併せて、表紙４に本協会指定の社会貢献広報広告を掲載して 
いただきます。 

(2) ディスク本体 
① 表 示 内 容 例示１の表紙１参照 
② 表示のサイズ 10.5 ポイント以上(約 3mm 角以上)の大きさ  

(3) 内容における表示 
① 映像ソフトの場合 

 タイトル映像に続けて、画面全体を３秒以上使用して、本協会指定の文言（例示１

の表紙１参照）を表示してください。なお、当該画面は、早送り等の操作を禁止する

制御を施してください。 
② データソフトの場合 

     タイトル画面とメニュー画面の間で、画面全体を３秒以上使用して、本協会指定の

文言（例示１の表紙１参照）を表示してください。なお、当該画面を経ずにメニュー

画面及びその他のデータへ直接アクセスできないように制御を施してください。 
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            （ 参考 ） 

４ 車両の場合 
 (1)  車両の前後 
  ① 内容及びサイズ 例示３参照 

② 文 字 の 材 質 原則として、塗装とします。 
③ 文 字 の 色 原則として、黒とします。 
④ 表 示 の 位 置 ナンバープレートよりも上部で、1.5m 以下の視認性の良い位置 
  

(2)  車両の左右 
  ① 内容及びサイズ 例示３参照 

② 文 字 の 材 質 原則として、塗装とします。 
③ 文 字 の 色 原則として、黒とします。 
④ 表 示 の 位 置 原則として、後輪上部の高さ 1m～1.5m の位置とします。検診車等 

で、乗降口を有する車両を整備する場合は、乗降口付近の視認性の良 
い位置とし、ドアを開けた時に隠れないように配慮してください。 

 
５ 施設等の場合 

(1) 表 示 内 容 例示４参照 
(2) 表示のサイズ B3 サイズ(364mm×514mm)以上 
(3) 材    質 耐久性のあるもの 
(4) 文 字 の 色 原則として、黒とします。 
(5) 設 置 場 所 建 物 施設の入口付近の高さ 1m～1.5m の視認性の良い位置 

その他 不特定多数の人の通行が最も多く、視認性の良い位置 
(6) 設 置 方 法 ボルト等で加工・固定 

 
６ 上記項目に該当しない場合 
  １～５の項目に該当しない場合は、個別案件ごとの対応としますので、表示の事前協議を

実施してください。 
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この○○は、　　　　　　の社会貢献広報事業として助成を受け作成されたものです。

例示１ 【表紙１】

(
1
8
)



①一般向け ②子ども向け

例示１ 【表紙４】

※ 冊子における社会貢献広報の表示については、
表紙4の全体に本協会指定広告の中から選択して
掲載していただきます。

なお、作成に必要な電子データは、本協会の
ホームページから提供します。
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このポスターは、　　　　　　の社会貢献広報事業として助成を受け作成されたものです。

例示２

(
2
0
)



【　注意事項　】

①　前後左右に同一の表示をしてください。

②　マイクロバス・ワゴン車は「A＝400mm以上」、大型・中型バス及び検診車等は「A=500mm以上とします。

③　ロゴデータの縦横比は変更しないでください。

④　宝くじ号ロゴとくーちゃんロゴの間は 15mm 離してください。

⑤　車両の左右には事業実施団体名を必ず記載してください。

⑥　表示に関する事前協議を必ず行ってください。

B = A×1/2A

例示３

(
2
1
)



　

この○○○○○○○は、　　　　　

の社会貢献広報事業として

 　　　平成○○年○○月 

　   公益財団法人 □□□□□□□□協会

助成を受け整備されたものです。

例示４

(
2
2
)



 

公益事業への助成等による自治宝くじの社会貢献広報に関する基本的事項 

 
昭和３９年７月 ６日決  定 
昭和５１年４月 ６日一部改正 
昭和５４年２月 １日一部改正 
昭和５６年３月２７日一部改正 
平成１１年１月２１日一部改正 
平成２３年１月２１日一部改正 
平成２６年４月 １日一部改正 
平成２６年８月２６日一部改正 
平成３０年８月 ３日一部改正 

 
 定款第４条第１項第２号の規定による公益事業への助成等による自治宝くじ

の社会貢献広報は、次に定めるところにより行うものとする。 
 

Ⅰ 社会貢献広報費の受入れ及びこれに伴う事業の実施について 
  地方公共団体が発売する宝くじについて、その売上高の一部を社会貢献広

報費として受入れ、これを財源として、公益事業に対する助成をすること等

により自治宝くじに関する広報を行うものとする。 
 
Ⅱ 公益事業への助成等に関する基本的事項について 
 １ 公益事業への助成をすること等により自治宝くじの広報を行うため、定

款第４条第１項第２号の規定に基づき、次に掲げる事業を実施する。 
  (1) 公益事業への助成（宝くじの社会貢献広報事業） 
   ① 自治宝くじの広報、かつ、社会福祉、社会教育、青少年育成、安心安 

全その他公益の増進に資すると認められる事業を助成対象とする。 
ただし、国又は地方公共団体の補助、公営競技関係団体等の補助を 

受けないものとする。 
② 助成対象経費は、助成対象となる事業の実施に直接必要と認められる 
経費とし、運営費、事務費等のいわゆる消費的経費は、助成の対象と 
しない。 

③ 助成対象団体は、原則として、公益法人とする。 
④ 助成は、現物の寄附又は助成金の交付の方法による。 
⑤ 上記①の助成事業の実施に必要な要綱等は、理事長が別に定める。 

  (2) その他広報 
その他、自治宝くじに関する広報を実施するものとする 
 

 ２ 宝くじ助成金等審査会の設置 
公益事業への助成等に係る基本的な重要事項についての意見を聴くた

め、別に定めるところにより、宝くじ助成金等審査会を設置するものと

する。 
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公益事業に対する助成要綱 

 
昭和５１年４月 ６日決  定 
平成１１年４月 １日一部改正 

 平成２０年７月２８日一部改正 
平成２１年７月３１日一部改正 
平成２３年１月２５日一部改正 
平成２３年８月１６日一部改正 
平成２５年８月３０日一部改正 
平成２６年４月 １日一部改正 
平成２６年８月２６日一部改正 
平成２７年８月２５日一部改正 
平成３０年８月 ３日一部改正 

 

 公益事業への助成等による自治宝くじの社会貢献広報に関する基本的事項Ⅱ１

(1)⑤に基づき、本会が実施する助成事業の助成の方法等は、原則として、この要

綱に定めるところによる。 

 

１ 助成対象事業 

助成の対象となる事業は、発売団体である都道府県・指定都市の枠を超えて広

域的に自治宝くじの広報に資する事業で、社会福祉、社会教育、青少年育成、安

心安全その他公益の増進等に寄与すると認められ、かつ、次の２に掲げる助成対

象団体が行う事業のうち、単年度で完了する事業とする。 

 

２ 助成対象団体 

助成対象団体は、１の助成対象事業を計画に従って遂行するに足る能力と熱意

を有すると認められ、その活動内容が二以上の都道府県の区域にまたがるなど、

広域的な事業を行っている団体で、事業概要・役員構成・財政状況等についてホ

ームページ等で公表している透明性の高い下記の公益法人等とする。 

ただし、退職した国家公務員の理事総数に占める割合が１／３を超える法人及

び宝くじ資金を財源として分担金を受け入れている法人は対象外とする。 

○ 公益社団法人、公益財団法人 

○ 一般社団法人、一般財団法人 
○ 社会福祉法人 

○ 特定非営利活動法人 

 

３ 助成対象経費 
助成対象事業の実施に必要な経費で、かつ、標準的な経費と認められる部分を

助成対象とする。 
 

４ 助成の方法 

助成は、以下に掲げる方法とする。 

(1) 現物の寄附 

(2) 助成金の交付（原則として、精算払いとする。） 
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５ 申請の手続き及び決定等 

(1) 助成申請 

本会から助成を受けようとする者は、別添様式１による助成申請書に必要書

類を添付して本会あて提出しなければならない。 

 

(2) 決定 

① 本会は、申請書を受理した場合は、全国自治宝くじ事務協議会が定める「公

益法人社会貢献広報事業選定基準」に基づき申請に係る事業の審査を行い、

「宝くじ助成金等審査会」の意見を聴き、理事会の議決により助成の適否を

決定するものとする。 

② 助成の適否を決定した場合は、申請者に対し文書で通知する。 

 

(3) 助成の実行等 

① 本会が行う現物の寄附は、助成対象団体に助成物件を引き渡すものとし、

助成対象団体は、別添様式４による完了報告書を本会あて提出しなければな

らない。 

② 本会が行う助成金の交付は、助成対象団体からの別添様式２による支払申

請書、別添様式３による請求書及び別添様式４による完了報告書を審査の上、

５(2)①に定める基準に適合すると認められるものに支払うものとする。 

 

６ 助成物件の管理 

本会から助成した物件については、本助成事業の主旨である宝くじの社会貢献

広報を行うという観点から、その物件の法定耐用年数の間は、事業目的に沿って

有効に活用し、適正な管理を行わなければならない。 

 

７ 助成物件の検査 

本会は、助成した物件について、適宜、検査することとする。検査の結果、適

正な管理が行われていないと判断された場合には、助成金の一部又は全部の返還

を請求することができる。 
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様式１ 

文 書 番 号 

  年 月 日 

一般財団法人 日本宝くじ協会 

理事長        様 

 

（申請者）住所                  

     氏名（団体名及び代表者の職・氏名）印  

 

助成申請書 

 

下記の事業を行いたいので、助成を申請いたします。 

 

記 

１ 事業名 

２ 助成金交付申請額（消費税を除いた額）           千円 

３ 助成を必要とする理由 

４ 助成事業の計画 

 (1) 事業の目的 

 (2) 事業費総額及びその収支予算計画 

(3) 事業計画の内容 

 (4) 実施方法及び場所 

 (5) 事業の実施予定表 

 (6) 事業成果の公表の方法 

 (7) 事業の完了時期 

５ 助成事業の評価（公益性、広報効果、効率性） 

６ 連絡先（担当責任者及び事務担当者の所属、氏名、電話番号） 

７ 添付書類 

 (1) 登記簿謄本(現在事項全部証明書) 

 (2) 定款 

  (3) 役員名簿及び社員(会員)名簿（退職した国家公務員が理事として従事してい

る場合は、その氏名、退職年月日及び最終官

職を明示すること。該当者のない場合はその

旨を明示すること。） 

(4) 業務概況（運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のう

ち、重要なものを記載した書類） 

 (5) 最近の収支予算書・事業計画書及び決算書・事業報告書 

 (6) 法人の事業概要、役員構成、財政状況等に関する公表方法の説明書 
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様式２ 

文 書 番 号 

  年 月 日 

 

一般財団法人 日本宝くじ協会 

理事長        様 

 

（申請者）住所                  

     氏名（団体名及び代表者の職・氏名）印  

 

助成金支払申請書 

 

  年  月  日付日宝協発第  号をもって決定通知のあった下記助成

事業については、別紙完了報告書のとおり完了したので、助成金の支払いを申請し

ます。 

 

記 

 

１ 助成金支払申請額              円 

         本体事業費          円 

         消 費 税          円 

         合   計          円 

 

２ 事業名 

３ 助成金交付決定額             千円 

４ 振込先口座 

金融 

機関名 

フリガナ  
支店名 

フリガナ  

漢 字  漢字  

預金種別 普通・当座・その他（   ） 口座番号        

口座 

名義 

フリガナ  

漢 字  

５ 連絡先 

担当 

責任者 

所 属  
連絡先 

電 話  

氏 名  ＦＡＸ  

 

６ 添付書類 

(1) 助成金の使途を証明する書類 

 (2) 助成物件の引渡を証明する書類 
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様式３ 

 

請 求 書 

 

 

                                            年  月  日 

 

一般財団法人 日本宝くじ協会 

理事長         様 

 

（申請者）住所                  

     氏名（団体名及び代表者の職・氏名）印  

 

                                               

      年度公益法人等が行う公益事業への助成に係る助成金につき、下記の

とおり請求します。 

 

記 

 

１ 請求額       一金               円 

             本体事業費           円 

             消 費 税           円 

 

２ 振込先口座 

金融 

機関名 

フリガナ  
支店名 

フリガナ  

漢 字  漢字  

預金種別 普通・当座・その他（   ） 口座番号        

口座 

名義 

フリガナ  

漢 字  

 

 

３ 連絡先 

担当 

責任者 

所 属  
連絡先 

電 話  

氏 名  ＦＡＸ  
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様式４ 

文 書 番 号 

  年 月 日 

 

一般財団法人 日本宝くじ協会 

理事長        様 

 

（申請者）住所                  

     氏名（団体名及び代表者の職・氏名）印  

 

完了報告書 

 

年 月  日付日宝協発第  号をもって決定通知のあった下記助成事業

については、    年  月  日に完了したので、報告します。 

 

記 

 

１ 事業名 

２ 事業の実施経過 

３ 事業内容及び成果 

４ 事業の評価（公益性、広報効果、効率性） 

５ 事業の収支決算書 

 

６ 連絡先 

担当 

責任者 

所 属  
連絡先 

電 話  

氏 名  ＦＡＸ  

７ 添付書類 

(1) 成果物又は成果が判断できる完成写真 

(2) 申請事業が計画どおり実施されたことが確認できる書類 
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